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医薬品卸企業の多角化事業の進展に関する一考察
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【要約】 医薬品流通業界では２０００年代半ばまで経営統合が行われ、医薬品卸企業の巨大化が進んでき

た。規模の拡大に伴い医薬品卸企業の機能も変化してきた。医薬品メーカーの代理店や特約店として

機能していた中小零細規模の地域卸が、吸収合併により医薬品メーカーから独立し、卸機能を果たす

ようになった。また経営基盤を強固にするために業界内で大型合併を行ってきた結果、医薬品流通の

中核を担うことになった。その後、物流機能強化を目的とした同業他社、業界を超えた統合は、医薬

品卸企業が医薬品サプライチェーンにおけるマネジメント機能の強化につながった。さらに、近年は

医薬品卸企業を取り巻く収益環境が変化するにつれ、新たな動きが見えてきた。本稿では、医薬品卸

企業の新たな事業展開から機能の変化を検討した。

【キーワード】 医薬品卸企業 多角化事業 地域包括ケア 機能変化
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１．はじめに

医薬品流通業界では企業間の合併や買収が続いており、再編に伴って医薬品卸企業の機能も変化し

てきた。大規模な再編は２０００年代半ばまで行われ、現在は上位４大グループが医薬品流通市場の８割

以上のシェアを占める市場構造になっている。

日本の医薬品卸企業は中小零細規模の地域卸が多かった。そのため殆どの企業は、安定した経営を

維持するために有力医薬品メーカーの傘下で代理店や特約店として機能していた。１９８０年代に、当時

の有力医薬品メーカーの系列卸ではないスズケンの出現は、長年続いてきたメーカー系列化の崩壊を

もたらした。スズケンの各地域への進出は、地域卸の吸収合併を刺激した。多品種の医薬品を取り扱
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い、さらに広域的に事業展開を進むスズケンとの競争で生き残るために、地域卸もメーカー系列を超

えた再編成を行うようになった。その結果、地域卸は医薬品メーカーから独立し、基本的な卸機能を

果たすようになった。その後、医薬品卸企業は規模拡大と経営基盤強固のため、約２０年間業界内で大

型合併を行ってきた。現在は、医薬品流通の中核を担うことになった。

そして、２０００年代に入ってからは、医薬品卸企業は自社の競争優位性を確保するために、物流サー

ビスと物流コストの差別化に向けた物流システムの構築に取り組むようになった。４大グループとも

各地域に最新鋭の物流センターを建設し、地域ごとに物流機能を集約した。物流センターを各地域の

主要拠点とし、全国を網羅する物流ネットワークを構築して、全国の顧客に多頻度小口の医薬品供給

サービスをリーズナブルなコストで提供することに力を入れた。しかし、当初は４社でそれぞれ特色

のある物流サービスを提供する時期もあったが、だんだん差別化が見えなくなり、物流サービスの差

別化を図ることに限界が見えてきた。さらに、近年は医薬品卸企業を取り巻く環境が大きく変化し、

利益率の低下が続いている。そのため、医薬品卸企業において、物流以外の利益源を開拓することが

重要な課題になっている。

近年は、一部の医薬品卸企業で医薬品メーカー物流の受託や、調剤薬局の在庫管理を担当するな

ど、卸事業以外の領域にも積極的に事業展開を行うようになった。つまり、サプライチェーン上の川

上や川下の企業と連携してサプライチェーン・マネジメント機能を強化する動きが見えてきた。そし

て、高齢化の進展により、地域包括ケアは医薬品卸企業の新たなビジネスチャンスになると考える。

本稿では、医薬品卸企業を取り巻く環境の変化と、各社の多角化事業の展開状況を確認するうえ

で、医薬品卸企業の機能変化を検討する。

２．医薬品卸企業の収益環境の変化

日本は高齢化が進み、薬剤費がますます拡大しており、財政を厳しくしている。厚生労働省は薬剤

費を抑制するために、先発医薬品よりも薬価が安い後発医薬品の使用促進を行っている。患者が後発

医薬品を選択しやすくするように処方箋様式を変更し、また調剤薬局で積極的に後発医薬品を販売す

るように後発医薬品の調剤比率によって調剤基本料を調整し、さらに医師が手術で後発医薬品を使用

させるために DPC（Diagnosis Procedure Combinationの略、診断群分類のこと）政策を策定した１。

このような一連の後発医薬品促進政策が実施された結果、後発医薬品の市場シェアは拡大しつつあ

り、数量ベースからみると、２００５年の３２．５％から、２０１５年の５６．２％まで伸びている。そして、２０１８年

には８０％まで伸ばす目標を立てている（図１参照）。

一方、医薬品卸企業の収益は医薬品の売買差益である。売買差益は医薬品卸企業が医薬品メーカー

からの仕入価格と、医療機関や調剤薬局に販売する価格の差益である２。後発医薬品３は先発医薬品の

薬価の数分の１と設定されている。そのため、その分売買差益も安く抑えられる場合が一般的であ

る。つまり、先発医薬品よりも薬価が大分安い後発医薬品市場の拡大は、医薬品卸企業にとってみれ

ば、収益環境が悪化することとなる。

１ 薬剤費抑制政策に関しては、詳細は金（２０１６）pp．２０―２２を参照してください。DPCは各疾病の治療方法
をいくつかに分けて、それぞれの方法の料金を決めることである。一つの治療方法で先発医薬品を使用

しても、後発医薬品を使用しても、患者から徴収する料金は同じである。こうすると、薬剤費を削減し

ようとする医療機関は積極的に後発医薬品を使用するようになる。

２ 医薬品の価格形成プロセスと、医薬品卸企業の利益構造に関しては、金（２０１６）p．１６を参照してくださ
い。
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図１ 医療用医薬品に占める後発医薬品数量シェア

（注）数量シェア＝［後発医薬品の数量］／［後発医薬品のある先発医薬品の数量］＋［後発医薬品の数量］

（出所）日本医薬品卸売業連合会ホームページのデータを基に作成。

図２ 卸医薬品販売額に占める医療用・一般用医薬品の年次別推移

（出所）日本医薬品卸売業連合会ホームページのデータを基に作成。



������ No.�	 
��126

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

（%）

7.4 7.3
7.0 7.0 6.9 6.7

6.3 6.3
6.0 5.9

5.6 5.7
5.4

1.6

1.41.0

1.0

1.1
0.9

0.8
0.7

0.6

0.3
0.1

0.4

0.8
0.6

1.31.3

1.3

0.9

0.7

0.6

2004 2005 2006

販管費率 卸事業 連結

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016（年）

1.2

1.3

1.0
1.3

0.4
0.6

8.0

7.0

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

後発医薬品の使用拡大により、医薬品流通市場の売上高は伸び悩んでいる。２００５年度から２０１３年度

までの医療用医薬品の流通市場は毎年拡大しており、２０１３年度には８兆４，０００億円に上っている。し

かし、２０１４年度の売上高は８兆２，０００億円で、前年度より２，０００億円以上減少した（図２参照）。

３．医薬品卸企業の収益構造の変化

医薬品流通業界は長年の再編成の結果、上位５社が市場規模の８割以上の割合を占め、上位集中度

が非常に高い。そのため、上位５社の現状を把握することで、医薬品流通業界の動向をある程度把握

することが可能である。

医薬品卸企業上位５社の卸事業営業利益率と連結営業利益率をみると、両方とも１％前後という低

水準で推移し、利益確保が医薬品卸企業の喫緊の課題であることが分かる。そして、両方を比較して

みると、２００７年と２００８年を除いて、２００４年から２０１６年まで、連結営業利益率は卸事業営業利益率を上

回っている。ここから医薬品卸企業にとって、本業の卸事業よりも、多角化事業が企業収益への貢献

度が高いとみられる。そして販管費率は２００８年の６．９％から２０１６年の５．４％まで毎年低減してきた。こ

れは、２０００年代なかばから始まった物流効率化を図る各社の物流改革が一定の経済的効果をもたらし

たと言える（図３参照）。

医薬品卸企業各社において、収益環境が悪化するなか、物流コスト削減も重要であるが、利益を確

３ 医薬品は販売形態により「医療用医薬品」と「一般用医薬品」に大きく分けられる。医薬品流通市場に

おいて医療用医薬品が９割以上、一般用医薬品が１割未満の市場シェアを占めている。医療用医薬品で

は大部分が、一般用医薬品では約半分が、医薬品メーカーから医薬品卸企業を経由して医療機関や薬局

へ流通している。そして、医療用医薬品はさらに先発医薬品と後発医薬品に分けられる。一般用医薬品

は OTC医薬品（Over−the−counter drugの略、以下 OTCと略）、大衆薬とも呼ばれる。厚生労働省ホー
ムページより。

図３ 医薬品卸企業大手５社の販管費率と営業利益率の推移

（出所）保高（２０１３）、p．８５、（２０１６a）、p．９１のデータを基に作成。
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保するためには、付加価値の高い新たな利益源を開拓することが非常に重要である。そして、医薬品

卸企業各社も自社経営における多角化事業展開の重要性を十分に認識しており、本業の医療用医薬品

の卸事業以外に、OTCと日用品の卸事業、医薬品の製造、調剤薬局、医療関連事業など幅広く事業

展開を進んできた。

上位４社の多角化事業の規模と、連結売上高に占める割合をみると、２０１２年は４社合計で１兆２，３５７

億円で、２００９年より２，７０６億円増加しており、２０１６年には２０１２年よりも２，３９７億円増加している。多角

化事業の比率は、２００９年が１４％、２０１２年が１５．３％、２０１６年が１６．１％と増加している。上位４社の多角

化事業の売上高と連結に占める割合は、両方とも増加している（表１参照）。

そして、上位４社の多角化事業のセグメント別売上高の推移をみると、メディパルホールディング

ス（メディパル HD）は主に OTCと日用品の卸売事業に力を入れている。同グループは２００５年に

OTC・日用品業界のトップ企業であるパルタックを買収し、OTCと日用品の卸売事業を展開し始め

た。売上高は増加しており、２０１６年には８，６０４億円まで増加した。

２位のアルフレッサホールディングス（アルフレッサ HD）は OTCの卸売事業以外に、医薬品の

製造事業と調剤事業にも取り組んでいる。２０１６年には製薬事業の規模が２０１１年の２５３億円から３１５億円

まで拡大している。

３位のスズケンと４位の東邦ホールディングス（東邦 HD）は、両社とも調剤事業に力を注いてい

る。２０１６年の売上高をみると、スズケンは１，０３２億円、東邦 HDは１，０００億円まで規模は拡大してい

る。そして、スズケンは調剤事業以外に、医薬品の製造事業と医療関連事業にも積極的に事業展開を

行っている。

以上のように、医薬品卸企業は多角化事業の重要性を認識し、主力である医療用医薬品の卸売事業

以外にも、OTCと日用品の卸売事業、医薬品の製造事業、調剤薬局事業などサプライチェーンの川

上から川下まで事業を拡大している（図４参照）。

企業名
０９年３月期決算 １２年３月期決算 １６年３月期決算

連結（億円）多角化事業（億円） 割合（％） 連結（億円）多角化事業（億円） 割合（％） 連結（億円）多角化事業（億円） 割合（％）

メディパルHD ２４，６３６ ７，０７７ ２８．７ ２７，５０３ ７，３０２ ２６．５ ３０，２８１ ８，６０４ ２８．４

アルフレッサHD １９，３４９ １，１２８ ５．８ ２３，３３３ ２，６３９ １１．３ ２５，７６４ ３，０７７ １１．９

スズケン １６，４１３ １，２１５ ７．４ １８，６００ １，６５７ ８．９ ２２，２８３ ２，０７３ ９．３

東邦HD ８，３８９ ２３１ ２．８ １１，０８０ ７５９ ６．９ １３，０８５ １，０００ ７．６

計 ６８，７８７ ９，６５１ １４．０ ８０，５１６ １２，３５７ １５．３ ９１，４１３ １４，７５４ １６．１

表１ 上位４社の多角化事業比率の比較

（注）多角化事業は OTC／日用品卸、医薬品製造事業、調剤薬局事業、医療関連サービス事業を示している。
（出所）保高（２０１２）、p．２１５、（２０１６）、p．９３のデータを基に作成。
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４．地域包括ケアへの取り組み―新たな利益源

４．１ 地域医療・介護市場の拡大

日本において６５歳以上の高齢者人口数は毎年増加しており、２０１５年には３，３９５万人まで上り、全人

口の約２７％の割合を占める。２０４２年にはピークを迎え約３，９００万人まで拡大すると予想されている。

そのうち、７５歳以上の高齢者人口数も増加しており、２０１５年には１，６４６万人で全人口の１３％を占め、２０５５

年には２５％を超える見込みである（図５参照）４。

そして、総務省の調査によると、２０１５年の消費支出の１０大費目別構成比のうち、６５歳以上の高齢者

世帯（世帯主が６５歳以上である２人以上の世帯）が保健医療に費やした支出は、２人以上の世帯全体

の平均の１．３４倍と最も高い５。高齢化が進行するにしたがって、日本の医療・介護への需要の増加が

見込まれる。

また、人口数からみると７５歳以上の高齢者が一番多い都市は東京都で、２０１０年には１２３．４万人に上

る。その次が大阪の８４．３万人、神奈川県の７９．４万人である。都市部に比べて地方の高齢者人口数は少

ないものの、各県の全人口に占める割合は大都市よりも高い。各都道府県の全人口に占める７５歳以上

高齢者の割合は、鹿児島県が１４．９％、島根県が１６．６％、山形県が１５．５％で、これは東京都の９．４％を

大きく上回り、全国平均の１１．１％よりも高い。そして、７５歳以上の高齢者人口数は都市部のみではな

く、もともと高齢者人口の多い地方でも増加すると予測している。２０１０年に比べて、全国で１．５４倍増

加し、都市部は１．５倍以上、地方でも約１．２倍増加する見込みである（表２を参照）６。

これまで迎えたことのない高齢化社会を乗り切るために、厚生労働省は地域包括ケアシステムの構

４ 厚生労働省ホームページ、「地域包括ケアシステム」より。

５ 総務省統計局（２０１６）より。

６ 厚生労働省（２０１３）より。

図４ 上位４社の多角化事業の売上高の推移

（出所）保高（２０１６a）、p．９３より引用。
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築を打ち出した。厚生労働省においては、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

続けることができるよう、地域で医療・介護の関係機関が連携して、包括的な支援・サービス提供体

制の構築を推進している７。

７ 厚生労働省ホームページ、「地域包括ケアシステム」より。

都道府県名
人口数（万人） 割合（％）

倍率
２０１０年 ２０２５年 ２０１０年 ２０２５年

都市部

埼玉県 ５８．９ １１７．７ ８．２ １６．８ ２．００

千葉県 ５６．３ １０８．２ ９．１ １８．１ １．９２

神奈川県 ７９．４ １４８．５ ８．８ １６．５ １．８７

大阪府 ８４．３ １５２．８ ９．５ １８．２ １．８１

愛知県 ６６．０ １１６．６ ８．９ １５．９ １．７７

東京都 １２３．４ １９７．７ ９．４ １５ １．６０

～

地 方

鹿児島県 ２５．４ ２９．５ １４．９ １９．４ １．１６

島根県 １１．９ １３．７ １６．６ ２２．１ １．１５

山形県 １８．１ ２０．７ １５．５ ２０．６ １．１５

～

全 国 １４１９．４ ２１７８．６ １１．１ １８．１ １．５４

図５ 高齢者の人数と全人口に占める割合の推移

（出所）厚生労働省（２０１３）のデータを基に作成。

表２ 各都道府県の全人口に占める７５歳以上高齢者人口数と割合

（出所）厚生労働省（２０１３）のデータを基に作成。
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そして地域医療が在宅へと舵が切られる中、直接に医療と介護に関わる医療機関と調剤薬局、介護

施設のみならず、医薬品や医療材料などを生産・供給する事業者の協力も必要不可欠である。特に全

国各地域の医療機関と調剤薬局に医薬品を届ける物流システムを構築し、地域密着型で事業展開をし

ている医薬品卸企業は、地域包括ケアシステムの構築において非常に重要な役割を担うことになる。

一方、収益環境が悪化する中で、市場規模が拡大しつつある地域包括ケアは医薬品卸企業において新

たなビジネスチャンスにもなり得る。

４．２ 地域医療・介護事業への取り組み

（１）医療関連物品の供給窓口の一本化

政府の「地域包括ケア」推進に伴い、中小病院や在宅医療に取り組む調剤薬局では業務が多様化し

ている。そのため、地域医療と介護に関わる医療機関と調剤薬局では、医薬品と医療機器・材料など

の仕入業務を軽減するために、幅広い品目の仕入窓口を絞ることを求めている。

医薬品卸企業アトル（福岡市）は自前で１２０億円を投資して建設した九州の物流センターに、医薬

品と医療機器、医療材料など医療関連物品の一括管理を行い、顧客からの注文と配送の窓口を一本化

した８。同社は広域卸であるメディパル HDの１００％子会社であるが、地域卸として存続しており、九

州全域を商圏としている。同グループの傘下には医療機器卸事業を担っているMMコーポレーショ

ンがあり、医療機器卸事業の営業活動と配送ルートをグループではなく、独自で行っていた。そのた

め、九州地域の同じ顧客でも、医薬品と医療機器の注文窓口が異なり、入荷作業も分けて行ってい

た。アトルは顧客への一括注文と配送を実現するために、MMコーポレーションの医療機器事業を

自社で新設した九州の物流センターに統合した。現在、アトルの九州物流センターには約１万５，０００

品目の医薬品に加え、約１万種類の医療機器・医療材料など医療に関わる２．５万品目をワンストップ

し、注文と配送の窓口を一本化することで、顧客の事務負担軽減を図っている９。

一方、作業効率と品質を高めるために、同社は九州物流センターの自動化を進めた。親会社のメデ

ィパル HDでは、今までの物流センターを都心部に設置し、倉庫内でのピッキング作業などは従業

員が行っている。こうすることによって、多様な注文に柔軟に対応することができ、高く評価されて

いた。

しかし、地域医療と介護に関わる医療機関と調剤薬局は一般的に規模が小さいため、医薬品と医療

材料などへの需要量が少ない。そのため、医薬品卸企業には、医薬品と医療材料など医療関連物品の

分割販売と多頻度小口配送が求められている。地域の医療機関と調剤薬局に対しては、注射器１本で

も注文に応じる必要がある。約２万５，０００品目の商品の管理とピッキング作業を人手に頼ると、ミス

が発生しやすいし、再配達によりリードタイムが長くなる恐れがある１０。そのため、アトルは九州の

物流センターでは積極的に自動化を進めている。物流センター内には分割販売用の自動倉庫、自動ピ

ッキング装置などが導入されており、作業の効率化と正確性を確保することができる。さらに、品目

数が増えてもコスト増なしで対応でき、自社の物流コスト削減にも寄与する１１。

（２）在宅医療への参入と支援

日本は高齢化が進むことにより、在宅医療のニーズも増えている。厚生労働省の調査によると、２０１４

８ 同センターは２０１６年６月に竣工披露を行った。保高（２０１６b）、p．９４より。
９ 日経産業新聞（２０１５／１２／２８）p．１１より。
１０ 日経産業新聞（２０１５／１２／２８）p．１１より。
１１ 保高（２０１６b）、pp．９５―９６より。
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年に在宅医療を受けた患者数は推計で１日１５万６，０００人となり、２０１１年に比べ４割増えた１２。

在宅医療市場の拡大によって、医薬品卸企業も事業展開の動きが見えた。医薬品卸企業の在宅医療

への事業展開は、介護事業者を買収して直接に参入する戦略と、医療機関や調剤薬局の在宅医療を支

援する戦略と２つ方法がある。

東邦 HDは、２０１５年８月に通所介護施設を運営する日本化薬メディカルケアを子会社化した。東邦

HDは、子会社が所有する当該通所介護（デイサービス）施設に関連する資産（土地、建物）も取得

し、通常規模型、認知症対応型の通所介護、介護予防サービスを提供するようにした１３。また同年１１

月には医療機関支援や在宅・介護分野において強みを持つソラストの株式の一部を取得した。業務上

の協力関係についても検討する予定である１４。

買収による直接な参入以外に、東邦 HDは調剤薬局の在宅医療を積極的に支援している。同社は

顧客の調剤薬局を地域の医療材料の供給拠点として機能づくりを支援することで、在宅医療への参画

を図っている。在宅医療の一つの大きい課題は医療材料の購入である。患者が退院した後、在宅で療

養する場合、病院で使用していた医療材料の入手が簡単ではない。医療材料は多品種、多規格である

ため、患者が病院のように大包装単位で購入するには在庫リスクが非常に大きい。ここで、医療材料

を最小単位で購入できる分割販売と配送システムの構築が必要となる１５。

東邦 HDは２０１２年に自社で開発した分割販売情報システムを利用して医療材料の分割販売を進んで

きた。このシステムは医療材料を最小単位で受注することを可能とし、会員制サービスとして医療機

関と調剤薬局に提供している。現在、このシステムで対応できる商品は１万品目に上る。東邦 HD

は自社の顧客薬局の中で、医療材料を供給することができる調剤薬局のリストを作成して患者と家族

に提示する。患者と家族はこのリストの中で適切な調剤薬局を選択し医療材料を購入する。こうする

ことによって、在宅医療における調剤薬局の役割を強化し、医療材料の購入に困っていた患者の在宅

医療問題が解決でき、在宅医療のさらなる普及に貢献できる。一方、医療材料を購入しに来る患者の

処方箋対応による利益拡大も考えられる１６。

５．おわりに

以上のように、医薬品流通市場の成長の停滞、後発医薬品の使用拡大など、医薬品卸企業を取り巻

く収益環境が悪化するにつれ、新たな利益源の開拓が喫緊の課題になっている。医薬品卸企業の収益

構造からみると、連結営業利益率が卸事業営業利益率を上回る状態で推移していることから、多角化

事業が企業経営への貢献度が高いことが分かる。

医薬品卸企業も多角化事業の重要性を十分に認識し、医薬品製造事業、調剤薬局事業などサプライ

チェーン上の川上から川下まで垂直で事業を展開し、OTC・日用品卸など卸事業の内容を拡充し、

新たな利益源として積極的に事業を拡大してきた。したがって、医薬品卸企業には、医薬品の供給と

いう卸機能に加え、医薬品の製造から患者への医薬品販売まで、医薬品サプライチェーンを川上から

川下まで一貫して管理する SCM機能が付いてきた。

近年は、一部の医薬品卸企業で医薬品メーカー物流の受託や、調剤薬局の在庫管理を担当するな

１２ 日経産業新聞（２０１５／１２／２８）、p．１１より。
１３ Kaiseibiz（２０１５／０８／２４）より。
１４ 東邦ホールディングス株式会社「２０１６年３月期第２四半期決算説明会」より。

１５ 酒田（２０１６）、p．４２。
１６ 酒田（２０１６）、p．４３。
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ど、卸事業以外の領域にも積極的に事業展開を行うようになった。つまり、サプライチェーン上の川

上や川下の企業と連携してサプライチェーン・マネジメント機能を強化する動きが見えてきた。

さらに、高齢化の進展に伴う政府の地域医療と介護への重視は、医薬品卸企業に新たなビジネスチ

ャンスを提供してくれた。現段階で、地域包括ケアへの医薬品卸企業の事業展開はまだ一部の企業に

限られており、事業内容も限定されている。しかし、地域医療と介護市場の拡大と、在宅医療ニーズ

の増加により、地域密着型のビジネスモデルを構築してきた医薬品卸企業にとって商機は必ず拡大す

る。一方、地域包括ケアへの展開により、医薬品卸企業のサプライチェーン・マネジメント機能は、

強化すると考える。そして、医薬品流通の核を担う医薬品卸企業は、医療業界においても重役を担う

ようになると予測できる。
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